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日本総合研究所 調査部 
主任研究員  大泉 啓一郎 
E-mail：oizumi.keiichiro@jri.co.jp 

目覚しい発展を遂げる 
上海市の消費市場

過去 20 年間上海市は目覚しい発展を遂げてきた。一人当たり GDP は 1 万ドルを超え「先進国入り」

の水準に達し、富裕層を中心に消費市場の拡大が著しい。上海市といかに付き合うかは重要な視点で

ある。 

 
■所得水準は「先進国入り」 

上海万博が 5 月 1 日に開幕した。同万博のテーマは「より良い都市、より良い暮らし

（better city, better life）」であり、テーマに相応しく上海市の都市景観は、先進国と比較

しても遜色ないものになってきた。上海市は人口 1,921 万人（2009 年）を有する大都市で、

古くから中国の生産・貿易の中心的役割を果たしてきた。とはいえ、1949 年以降の計画経

済下でその経済活動は制限され、1990 年代までは、所得水準も低く、低生産性に苦しむ「開

発途上国に典型的な大都市」として、先進国の大都市とは異なった見方がなされてきた。 
しかし、改革・開放政策のなかで、とくに鄧小平氏が先に豊かになれる地域から豊かに

なることを認めた「南巡講話」で開放政策が決定付けられたことから、92 年以降、上海市

への外資企業の進出が加速し、上海市は目覚しい経済発展を遂げた。 
外国直接投資受入額（実行ベース）は 1992 年の 12 億 5,900 万ドルから 2000 年に 31

億 6,000 万ドル、2008 年には 100 億 8,400
万ドルに急増し、一人当たり GDP は 92 年の

1,488 ドルから 2009 年には 11,405 ドルへ急

増した（右上図）。世界銀行の基準に従えば、

20 年足らずで「下位中所得地域」から「高所

得地域」へ移行したことになる（右上図）。さ

らに、一人当たり GDP を、為替レートや物

価水準の影響を排除した購買力平価レートを

用いて計算すると、1990 年の 2,882 ドルから

2009 年には 20,271 ドルに増加したことにな

り、日本との格差は同期間に 6.5 倍から 1.8
倍に縮小した。 

＜上海市の一人当たりGDP＞
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近年、中国は工業製品を全世界に輸出する

「世界の工場」としてプレゼンスを確立し

ているが、上海市の中心産業はすでに製造

業ではなくなっている。製造業の生産拠点

の中心は、上海市から近隣の江蘇省や浙江

省に移っており、同市の役割は、これら近

隣省とから形成される経済圏の中枢機能へ

とシフトしている。 

＜外国直接投資実行額＞
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（注）第1次産業は約1,000万ドル程度ときわめて少ない

（億ドル）

（年）

これに伴い、外資企業も金融、不動産、

運輸・通信、流通などサービス産業への投

資を増加させており、2008 年の外国直接投

資受入れ額のうち、サービス業は 68 億

3,500万ドルと製造業の 32億 3,600万ドル

を大幅に上回った（右下図）。 
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■上海市の消費市場の量・質の変化 
この急速な経済発展のなか上海市の消費市場が急速に拡大している。 

上海市の都市部の一人当たり年間可処分所得は、2000 年の 1 万 1,718 元（1,415 ドル）

から 2009 年には 2 万 8,883 元（4,443 ドル）に増加し、世帯当たり可処分所得に換算すれ

ば 1 万 3,000 ドルを超え、購買力平価レートを用いれば 2万ドルを超える水準にある。 

耐久消費財市場では、2000 年時点ですでにテレビや冷蔵庫、洗濯機が、ほぼすべての世

帯に行き渡っており、現在は携帯電話やパーソナル・コンピュータ、エアコンが普及する

段階にある。とくに携帯電話の普及は急速で、100 世帯当たりの保有台数は 2000 年の 29

台から 2008 年には 219 台へ急増した。消費市場の内容も大きく変化している。2000 年を

100 として家計支出の変化を項目別にみると、2008 年に総支出が 219 に上昇したのに対し

て、外食費は 291、通信費は 323、娯楽サービス費は 594、自動車の購入費を含む交通費は

619 に急上昇し、ライフスタイルの先進国化がうかがえる。 

そして、このライフスタイルの先進国化の牽引役は富裕層であることに注意したい。富

裕層を所得水準上位 20％としてみると、一人当たり平均可処分所得は 2000 年の 1万 9,992

元（1,944 ドル）から 2008 年には 5万 3,733 元（7,787 ドル）へ増加し、世帯当たり可処

分所得では 16 万元（2 万ドル）を超えることになる。これは、購買力平価レートで換算す

れば、わが国の家計平均に匹敵する水準である。 

所得階層別に市場の占有率をみると、交通・通信費において富裕層が占める割合は 2000

年の 32.6％から 2008 年には 49.3％へ上昇しており、近年の自動車・携帯電話市場の拡大

が富裕層の購買力に大きく依存していることが分かる（右下図）。同様に、衣料費に占める

割合が 31.1％から 40.8％、娯楽サービス費も 30.4％から 35.6％へ上昇した。 

家計支出の合算を上海市の消費市場

規模とすると、市場全体は 2000 年から

2008 年に 875 億元から 2,360 億元へ

2.7 倍弱に増加したが、そのうち富裕

層は 250 億元から 846 億元へ 3.4 倍増

加し、市場に占める割合は 28.6％から

35.8％へ上昇した。他方、下位 20～

40％、中位 40～60％、上位 20～40％を

合算した所得階層の市場は 500 億元か

ら 1,263 億へ増加したが、人口では富

裕層の 3 倍であるにもかかわらず、そ

の増加分は富裕層の 1.3 倍にとどまっ

ている。 

＜上海市都市部の所得階層別支出項目別占有率＞
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(資料）上海統計年鑑　2001年、2009年

（注）左から右へ

近年、中国の消費市場について人口

比率の高い所得層（ボリュームゾーン）

に注目すべきとの主張が多いが、上海

市のような大都市では、先進国と変わ

らない特徴を持った富裕層の市場の変

化により一層注意を向ける必要がある。 

一段と先進国化する上海市といかに

付き合うかは、わが国の成長戦略や企

業戦略において重要な視点である。 
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高付加価値経済への 

移行を進める中国

 

中国は電子情報機器の生産で世界一となった。しかし、基礎研究の脆弱性など課題は多く、高付加価

値化を推進するには R&D における市場と政府の役割について再検討が必要である。 

 
■電子情報機器の生産高が世界一に 

                                                                                                                         

中国は高付加価値経済への移行を進めて

いる。工業情報化部は 2009 年の電子情報

機器の生産高が世界一になったとしている。

同部によれば、携帯電話の生産台数は 6.2
億台で世界の 49.9％を占め、パーソナル・

コンピュータは 1.8 億台、同 60.9％、カラ

ーテレビは 9,899 万台、同 48.3％、集積回

路は 283 億ドル、同 12.9％とされる。高付

加価値化は輸出にも及んでいる。EU によ

れば、世界のハイテク製品輸出に占める割

合は 2006 年時点で米国、EU、日本を追い

抜き世界一となっている（右上図）。 
 高付加価値化を推進する原動力になって

いるのは積極的な R&D（研究開発）投資

で、その規模は既にフランスや英国を上回

る水準にある（右中図）。投資を牽引しているのは地場企業である。2008 年の中大型工業

企業による R&D 支出のなかで政府が資金を提供しているのはわずか 4.2％で 94.8％を企

業が占める。企業のなかで外資の割合は 27.2％にとどまり、残りの 72.8％は地場企業によ

るものである。高付加価値化は、もっぱら

外資によるものと考えられてきたが、近年

は地場企業の存在感が急速に高まっている。 
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＜世界のハイテク輸出に占める割合（2006年）＞

（注）ハイテク製品とは、①宇宙工学、②コンピュータ機器、③エレクトロニク
ス・テレコミュニケーション、④薬学、⑤科学機器、⑥電機、⑦化学、⑧非電
機のなかから、SITC分類の3～5桁で指定された品目。
（資料）Eurostat資料

（％）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1996 98 2000 02 04 06

フランス

ドイツ

日本

韓国

英国

中国

（10億ドル）

（資料）World Bank,World Development Indicators 2009 より作成
（年）

＜Ｒ＆Ｄ支出の規模＞
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（資料）World Bank, World Development Indicators 2009 より作成

このことは特許においても確認できる。

世界知的所有権機関（World Intellectual 
Property Organization：WIPO）が発表し

た特許協力条約（ Patent Cooperation 
Treaty: PCT）に基づく国際出願申請者を

国籍別にみると、中国は 2008 年で 6,089
件と全体の 3.7%を占め、米国（32.7％）、

日本（17.5％）、ドイツ（11.7％）、韓国

（4.8％）フランス（4.2％）に次ぐ位置に

ある。これを支えているのはやはり地場企

業である。特許申請における申請者の居住

地をみると、居住者（自国民と地場企業・

団体）の申請件数が非居住者（外国人や外

国企業・団体）と同等か上回る水準にある

のはアジア諸国のなかで中国だけである

（右下図）。 
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■手薄な基礎研究 

高付加価値経済への移行は順調に進む

のであろうか。中国の高付加価値化は著

しくバランスを欠いた側面があり、今後

に不安がないとはいえない。例えば、

2009 年のハイテク製品輸出の 75.0％は

コンピュータ・通信関連が占め、素材、

電子工学、生命科学、航空、バイオテク

ノロジーは、それぞれ 0.7％、5.5％、2.9％、

0.7％、0.07％を占めるに過ぎない。こう

した偏りは R&D においても鮮明である。

R&D 支出の内訳をみると、改良に相当

する試験開発が全体の 82.8％を占め、基

礎研究と応用研究は 4.7％と 12.5％にすぎない。OECD 諸国における基礎研究の割合は 15
～20％であり、先進国との開きは大きい。 
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＜R&D支出の性格別構成＞

開発途上国である中国と先進国を比較するのは酷であるようにみえるが、日本の基礎研

究の割合は 1970 年時点で 28.3％であり、中国の偏りは必ずしも発展段階が低いことを反

映したものではない。背景には、R&D の現場に市場原理が導入され、研究者に収益拡大

に対する強いインセンティブが与えられていることがあると思われる。基礎研究を担うべ

き公的研究機関における成果主義の導入は研究者を試験開発に向かわせた。ハイテク製品

輸出がコンピュータ・通信関連に偏るのも、当該分野の R＆D が短期的な利益を生み出し

やすいことと決して無関係ではなかろう。 
■国有企業が R&D の主体 

                                                                                                                         

D

高付加価値経済への移行におけるもう

一つの課題は、R&D 支出における政府

や国有企業の割合が高いことである。中

国は R&D 支出に占める地場企業の割合

が高いことは前述したが、企業の R&
支出を所有形態別にみると、実は国有お

よび政府が株式を保有する企業による支

出がその 46.7％を占める。OECD 諸国の

R&D における政府の割合は平均で

27.8％であり、先進国との乖離は依然と

して大きい。 
R&D 支出に占める国有および政府が

株式を保有する企業の割合が高いことは

何が問題なのか。OECD は、中国は外資導入によって外国の技術やノウハウにアクセスす

ることが可能になったものの、スピルオーバー効果（溢出効果）は期待されたほどではな

かったと評価し、その理由として知的財産権保護やコーポレート・ガバナンスの問題を指

摘している。後者については、国有企業の経営者は長期のイノベーションを行うインセン

ティブがないこと、さらには、政府からのトップダウン・アプローチは市場のニーズに対

応していないといった問題が指摘されている。 

46.7

26.1

27.2

1.国有および政府が
株式を保有する企業

2.1以外の地場企業

3.外資

＜R&D支出の主体別構成（2008年）＞

（％）

（資料）中国統計年鑑2009年より作成

R&D の現場に過度の成果主義を導入することや国有企業が R&D の主体となることは、

高付加価値経済への移行の妨げとなる。移行を加速するには、市場と政府の役割分担を再

検討する作業が必要である。 
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改善が遅れる若年層の就職難 

 
■全体の失業率は低下傾向 
韓国の 1～3 月期の実質 GDP 成長率（前期比）は

2009 年 10～12 月期の 0.2％を上回る 2.1％（前年同期

比は 8.1％、ともに改訂）になった。足元では、内外

需の回復基調が続いている。 

実質 GDP 成長率（前期比）は

2009 年 10～12 月期の 0.2％を上回る 2.1％（前年同期

比は 8.1％、ともに改訂）になった。足元では、内外

需の回復基調が続いている。 
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対前年比就業者数

（千人） （％）

（資料）統計庁、Korean Statistical Information Service

＜雇用形態別就業者数（前年同月比）＞

（年/月）
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を図るためにも、若年層の失業問題

を
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失業率（季調済）は 1 月に 4.8％へ上昇したが、民

間部門の雇用増加と政府による臨時雇用事業の再開に

より、4 月は 3.2％へ低下した（右上図）。雇用環境は

改善しているとはいえ、若年層の失業問題は依然深刻

で、5 月現在の失業率は 20～24 歳が 7.3％、25～29
歳が 5.8％である（男性はそれぞれ 7.0％、7.2％）。な

かでも25～29歳の失業率は2000年の6.0％から2009
年には 7.1％へ上昇した（右下図）。失業統計に表れて

こない短時間労働者、就職に備えて通学（就職予備校

や大学院）したり公務員試験の勉強に専念している者、

就職活動をしていない者を加えた「事実上の失業率」

は 20％を超えると指摘されている。また統計庁は、15
～34 歳におけるニート（教育を受けておらず、労働や

職業訓練もしていない若者）の数は 2004 年の 33 万人

から 2009 年には 43 万人へ増加したと推計している。 
若年層の失業問題

失業率（季調済）は 1 月に 4.8％へ上昇したが、民

間部門の雇用増加と政府による臨時雇用事業の再開に

より、4 月は 3.2％へ低下した（右上図）。雇用環境は

改善しているとはいえ、若年層の失業問題は依然深刻

で、5 月現在の失業率は 20～24 歳が 7.3％、25～29
歳が 5.8％である（男性はそれぞれ 7.0％、7.2％）。な

かでも25～29歳の失業率は2000年の6.0％から2009
年には 7.1％へ上昇した（右下図）。失業統計に表れて

こない短時間労働者、就職に備えて通学（就職予備校

や大学院）したり公務員試験の勉強に専念している者、

就職活動をしていない者を加えた「事実上の失業率」

は 20％を超えると指摘されている。また統計庁は、15
～34 歳におけるニート（教育を受けておらず、労働や

職業訓練もしていない若者）の数は 2004 年の 33 万人

から 2009 年には 43 万人へ増加したと推計している。 
若年層の失業問題

戦力を求めて中途採用を増やしたこと、②投資の伸

びとその雇用創出力が低下したこと、③大学進学率が

急上昇したこと、④大卒者の大企業への就職願望が強いことなどがある。90 年代以降に生

じた大学入学定員の増加に加え、「良い職」につく目的で大学へ進学する傾向が強まったこ

とにより、大学進学率は 1990 年の 33.2％から 2009 年に 81.9％へ上昇した。しかも雇用

環境が厳しさを増すなかで、社会の教育熱（幼児教育から留学まで）は一層高まり、この

ことが家計の教育費負担を増やし、少子化の一因にもなっている。  
■長期的にみて解決が求められる若
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とにより、大学進学率は 1990 年の 33.2％から 2009 年に 81.9％へ上昇した。しかも雇用

環境が厳しさを増すなかで、社会の教育熱（幼児教育から留学まで）は一層高まり、この

ことが家計の教育費負担を増やし、少子化の一因にもなっている。  
■長期的にみて解決が求められる若
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（資料）統計庁、Korean Statistical Information Service

（年）

（％）

＜若年層の失業率＞

韓国が持続的成長を遂げる上で、また出生率の回復韓国が持続的成長を遂げる上で、また出生率の回復

和らげることが必要である。学歴に見合う「ディーセント・ワーク（働きがいのある仕

事）」が少ないことから、高学歴の「無業者」が多数生まれている一方、中小企業では人手

を確保するのが難しく、海外からの就労者に頼らざるをえないというのが実態である。 
政府に求められることの一つは、規制緩和や投資インセンティブを通じて新産業の成長

和らげることが必要である。学歴に見合う「ディーセント・ワーク（働きがいのある仕

事）」が少ないことから、高学歴の「無業者」が多数生まれている一方、中小企業では人手

を確保するのが難しく、海外からの就労者に頼らざるをえないというのが実態である。 
政府に求められることの一つは、規制緩和や投資インセンティブを通じて新産業の成長

企業の生成を促し、「ディーセント・ワーク」を創出することである。もう一つは、職業

訓練プログラムの拡充や中小企業における労働環境の改善を通じて、優秀な人材が中小企

業に流れるようにすることである。そうなれば、労働市場のミスマッチが解消されるだけ

ではなく、中小企業の技術力の強化につながることが期待される。 
 

企業の生成を促し、「ディーセント・ワーク」を創出することである。もう一つは、職業

訓練プログラムの拡充や中小企業における労働環境の改善を通じて、優秀な人材が中小企

業に流れるようにすることである。そうなれば、労働市場のミスマッチが解消されるだけ

ではなく、中小企業の技術力の強化につながることが期待される。 
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景気回復基調を維持するも、 
回復力は弱まる兆し

■景気は回復傾向を維持 
香港では2009年初からの景気回復が続いている。

2010 年 1～3 月期の実質 GDP 成長率は前年同期比

8.2％と一段と持ち直した(右上図、前期比 2.4％増)。
内需の回復力は弱まったものの、外需が下支えした。 

＜実質GDP成長率(前年同期比)＞
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実質GDP成長率 個人消費

総固定資本形成 財貨の輸出

サービスの輸出

(資料)香港政府統計処

内需についてみると、2010 年 1～3 月期の個人消

費は前年同期比 6.5％増と伸び悩んだ(前期比 0.0％
増)。資金流入の減少やバブル懸念の高まりなどを背

景に株価の上昇に歯止めがかかり、資産効果が弱ま

ったためである。香港ハンセン指数は 2009 年 3 月

末から 9 月末までに 7,379 ポイント上昇したものの、

9 月末から 2010 年 3 月末までは 284 ポイントの上

昇にとどまった。総固定資本形成は民間投資の回復

力の弱まりにより前年同期比 10.5％増と伸びが緩

やかになった。 

＜輸出の推移(前年同期比)＞
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中国

(注1)通関ベース、香港ドル建て。

(注2)直近は2010年4月の値。

(資料)香港政府統計処

外需についてみると、財貨の輸出は前年同期比

25.7％増と力強い回復であった(前期比 8.4％増)。中

国向けは回復基調を維持し、米国向けは前年同期比

プラスに転じた。サービスの輸出は中継貿易の回復

と中国本土からの旅行者の増加を背景に同 17.9％
増に達した(前期比 6.6％増)。 
景気回復と雇用対策により失業率 (季調値 )は

2009 年 10～12 月期の 4.9％から 2010 年 1～3 月期

に 4.4％に低下した。 
足元では景気回復力が弱まる兆しがみえる。中国向け輸出は 4 月に前年同月比 25.8％増

と 1～3 月期の前年同期比 40.2％増に比べて増加幅が縮小した(右下図)。小売売上高(実質

ベース)の伸びは 4月に前年同月比 12.4％増と 1～3月期の前年同期比 15.8％増から低下し

た。失業率は 2010 年 2～4 月に 4.4％と横ばいで推移し、業種別にみると、貿易関連産業

では大きな変化はないものの、内需関連産業である小売・飲食・宿泊業、建設業が上昇し

た。 
■外需の牽引力が弱まり、内需も伸び悩む見込み 
今後を展望すると、外需は回復ペースの鈍化が見込まれる。欧米景気の先行き不透明感

の高まりにより、欧米向け輸出は緩やかな持ち直しにとどまるだろう。同時に中国の加工

貿易が伸び悩むため、香港の中国向け輸出の増勢も鈍化する見通しである。また、中国経

済の伸びも低下すると見込まれるため、中国・内需向け輸出の動きも弱まると思われる。

以上より、香港の外需の牽引力は低下する可能性が高い。 
内需も伸び悩む見通しである。個人消費は、これまでのような資産効果、および雇用情

勢や賃金水準の大幅な改善が期待できないため、低い伸びになると見込まれる。総固定資

本形成も、貿易関連企業や金融業の企業収益が伸び悩むなか、景気対策効果の剥落により

ほぼ横ばいで推移する見込みである。 
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1～3 月期の GDP 成長率は 5.7％

■失業率は低下、物価は安定 
1～3 月期の実質 GDP 成長率は前年同

期比 5.7％となった。需要項目別の寄与

度（％）をみると、個人消費が 2.3、固

定資本形成が 1.8、在庫調整が 1.2、純輸

出が 1.0 で、成長を牽引したのは個人消

費であった。1～3 月期の特徴は、これま

で成長を押し上げてきた政府消費がマイ

ナスとなる一方で、固定資本形成が 2007
年 10～12 月期以来の高い伸びを見せた

ことである。また、個人消費については、

緩やかではあるが、2009 年 1～3 月をピ

ークに伸び率が鈍化する傾向がある。 
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（資料）CEICデータベースより作成

（％）

＜ＧＤＰ成長率と項目別寄与度＞

(年/期）

供給項目で最も寄与度が高かったのは、商業・ホテル・レストラン（1.5）で、以下、製

造業（0.9）、建設業（0.5）、金融・不動産業（0.5）、農林水産業（0.4）、サービス業（0.4） 
と続く。2009 年 10～12 月期以降、商業・ホテル・レストランと製造業が顕著な回復を

みせ、成長を支えている。商業・ホテル・レストランについては、タイの政情不安を受け

て、多くの観光客がバリ島を訪れたことによるものとする見方もある。 
■明るい先行き 
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（注）いずれも0～200の値をとり、100を超えると前年同期に
比べ状況が改善、下回ると悪化したことを示す。2010年2Ｑ
は予測値。
（資料）ＢＰＳ

（ポイント）

(年/期）

統計局が発表した雇用統計によれば、2 月の失

業率は 7.4％であった。製造業、商業、社会サー

ビスが雇用の担い手となって、2005 年から一貫し

て低下している。物価も安定しており、4 月の消

費者物価上昇率は前年同月比 3.9％となった。中

央銀行は、コメの供給が安定化することから、先

行きを楽観しており、6 月初旬に政策金利（BI レ
ート）を 6.5％に据え置くことを決定した。2009
年後半から低下傾向にあった事業傾向指数と消費

者傾向指数は、2010 年 4～6 月期に再び上向くな

ど、見通しは明るい。 
 5 月に重要閣僚の交代があった。ムルヤニ氏が世

界銀行の専務理事に転身するのを受けて、最大手の

国営マンディリ銀行のアグス・マルトワロドヨ頭取

が新しい財務相に任命された。同氏は、税務行政を

抜本的に見直せば 8％の経済成長も可能として、改

革に意欲的である。目下の懸念材料は株価である。

2008 年末を底に上昇を続けてきた株価は、欧州の財

政危機の影響を受けて伸び悩み、不安定な動きを見

せている。通貨ルピアも安値傾向が鮮明となり、5
月末には中央銀行がドル売り介入を行ったと報じら

れた。 
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＜株価（ジャカルタ総合）指数＞

（資料）ＣＥＩＣよりデータベースより作成 （年）
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日本総合研究所 調査部 

主任研究員  清水 聡 

E-mail：shimizu.satoshi@jri.co.jp 

期待される高成長の持続 

■2010 年 1～3 月期の実質 GDP 成長率は 8.6％ 
2010 年 1～3 月期の実質 GDP 成長率は、予想をやや上回る 8.6％（前年同期比、以下同

じ）となった。また、2009 年 10～12 月期は前回発表の 6.0％から 6.5％に上方修正され、

2009 年度（2009 年 4 月～2010 年 3 月）の成長率は 7.4％となった。1～3 月期を産業別

にみると、農業部門 0.7％、鉱工業部門 13.3％、サービス業部門 8.4％であった。農業部門

では、昨年 6～9 月に降雨量が少なかったことによる影響が残り、伸び悩みが続いた。鉱

工業部門では生産活動が一段と活発化し、製造業が 16.3％と 10～12 月期に続き 2 桁の伸

びとなった。鉱工業生産指数の推移をみると、内需の好調を反映して資本財（1～3 月の平

均 42.5％）、中間財（同 16.5％）、耐久消費財（同 31.2％）が大きく伸びている。また、

鉱業では石炭や天然ガスの生産が伸びたほか、インフラ建設や個人住宅建築の増加に伴い、

建設業は 8.7％と高い伸びを維持した。 
サービス業部門では、世界金融危機の深刻化を受けて景気刺激策が発動された前年同期

に比較して政府支出の伸び率が大幅に低下したため、地域・社会・個人サービス業が 1.6％
にとどまる一方、海外からの渡航客数が増加に転じホテルや交通機関の利用が回復したこ

と、世界金融危機に際して機能不全に陥った貿易金融が拡大したこと、携帯電話の新規契

約件数が急増していることなどを背景に、商業・ホテル・運輸・通信業は 12.4％に加速し

た。 
■今後の見通しと懸念材料 

2010 年度の実質 GDP 成長率は、8.5％程度となることが予想される。消費者や企業の

マインドが一段と改善し、内需の伸びが加速するとともに、輸出回復が持続することが期

待される。また、降雨量が平年並みとなり、農業生産が回復するものとみられる。 
雇用・所得環境の改善も続くことが見込まれ、個人消費の伸び率は高まろう。都市部で

は建設業などの雇用機会が増加するとともに、公務員などの組織部門を中心に賃金の伸び

が 2 桁になることが予想されている。また、農村部では雇用促進プログラムが継続され、

農業生産の回復や農業信用の伸びなどと併せて農民の購買力上昇を支援している。このよ

うな状況を反映し、耐久消費財の購入や携帯電話の取得などが今後も順調に推移しよう。

一方、固定資本形成に関しては、個人消費や輸出の伸びを背景に企業マインドが一層改善

すると考えられることから、新規設備投資の増加が見込まれる。直接投資が堅調であるこ

とも支援材料となろう。 
懸念材料は、第 1 に、インフレの行方である。卸売物価上昇率は 4 月に前年同月比 9.6％

と準備銀行の想定を上回って推移しており、インフレ期待が経済全般に拡大する可能性が

高まっている。一方、国債の新規発行額が前年に比べ増加することが予定されているため、

流動性管理には慎重さが要求される。第 2 に、世界景気の動向である。欧州の債務問題が

深刻化すれば、欧州諸国向けの輸出の減少や資本流入の不安定化などの形でインドの景気

回復にも影響しよう。 

４～６月 7～9月 10～12月 1～3月 ４～６月 7～9月 10～12月 1～3月 ４～６月 7～9月 10～12月 1～3月
実質ＧＤＰ成長率 9.2 9.3 9.4 9.7 8.5 6.7 7.8 7.5 6.1 5.8 7.4 6.0 8.6 6.5 8.6

農業部門 4.7 3.1 3.9 8.7 2.1 1.6 3.2 2.4 ▲ 1.4 3.3 0.2 1.9 0.9 ▲ 1.8 0.7
鉱工業部門 9.5 10.5 10.5 9.6 7.6 3.9 6.5 5.6 1.6 2.1 9.3 4.6 7.8 11.1 13.3
　うち鉱業 3.9 1.1 4.6 4.4 5.1 1.6 2.6 1.6 2.7 ▲ 0.3 10.6 8.2 10.1 9.6 14.0
　うち製造業 10.3 12.1 10.3 10.7 8.3 3.2 5.9 5.5 1.3 0.6 10.8 3.8 9.1 13.8 16.3
　うち電気・ガス・水道 8.5 10.2 9.1 7.1 7.8 3.9 3.3 4.3 4.0 4.1 6.5 6.6 7.7 4.7 7.1
　うち建設業 10.0 10.7 13.1 9.6 7.1 5.9 9.8 7.2 1.1 5.7 6.5 4.6 4.7 8.1 8.7
サービス業部門 10.5 10.7 10.2 10.2 10.9 9.8 9.8 9.6 11.4 8.3 8.5 7.9 10.7 7.2 8.4
　うち商業・ホテル・運輸・通信 10.7 11.9 9.5 10.7 10.9 7.6 10.8 10.0 4.4 5.7 9.3 5.5 8.5 10.2 12.4
　うち金融・保険・不動産 13.2 14.0 13.8 13.3 11.9 10.1 9.1 8.5 10.2 12.3 9.7 11.8 11.5 7.9 7.9
　うち地域・社会・個人サービス 6.7 4.2 7.0 5.3 9.8 13.9 8.7 10.4 28.7 8.8 5.6 7.6 14.0 0.8 1.6
（資料）Center for Monitoring Indian Economy

＜産業部門別のＧＤＰ成長率＞
（前年同期比､％）

2007年度 2008年度 2009年度
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１．景気動向 

(1) タイ国家経済社会開発庁（ＮＥＳＤＢ）は 5 月 24 日、2010 年第１四半期の国内総生

産（ＧＤＰ）成長率について、前年同期比+12％となり伸び率が過去 15 年間で最高を

記録したと発表した。要因として①輸出拡大②国内消費の伸び③民間投資増加⑤観光

比▲23 億ドル）、輸入額は 140 億ドル

（同+43.1％・同▲10 億ドル）。輸出は前月の急上昇した反動によって落ち込み、輸入

入が大幅に増加したほか、電機製品の原材料輸入も増加した。この結果、

(3) タイ商

。 

(1) タイ投

以上）

（同

物 2億バーツ、軽工業：15 件／24 億バーツ、金属製品・

6

紙・プラスチック：28

なった。国別では、日本：99

件／69 億バーツ、中国：9 件／64

件／23 億バーツ、台湾：13 件／20 億バーツ、オーストラリア：5

(2)

３．

タイ中央銀行の発表によると、

ツ(前年同月

で預

と 3

り前月と同水準であった。 

４．金利

(1)

三井住友銀行 バンコック支店  

 

E-mail:SMBC_globalinfo@rn.smbc.co.jp

タイ国経済概況(2010年6月) 

収入の増加等をあげた。一方で、今後の経済成長については、国内の政治混乱、干ば

つ等がリスク要因になると指摘。通年のＧＤＰ成長率予測については当面 3.5～4.5％

に据え置くことを決めた。 

(2) タイ中央銀行の月例金融経済報告（5 月 31 日発表、4 月実績）によると、4 月単月の

輸出額は 138 億ドル（前年同月比+34.6％・前月

は、原油輸

貿易収支は 2 億ドルの赤字となった。4 月末時点の外貨準備高は、1,476 億ドル（前月

比+35 億ドル）となった。 

務省の 6 月 1 日の発表によると、5 月単月の消費者物価指数（ＣＰＩ）上昇率

は、前年同月比+3.5％（食品・飲料 4.6％・非食品 2.8％）で 8 ヶ月連続でプラスとな

った。5 月単月のコアＣＰＩ（除く生鮮食品、エネルギー）上昇率は、前年同月比+1.2％

で 7 ヶ月連続プラスとなった

２．投資動向 

資促進委員会（BOI）によると、2010 年 1 月～4月の外資系企業（外国資本 10％

による投資促進申請件数は 245 件（前年同期比+31.7％）、投資額は 533 億バーツ

2.5 倍）となった。投資額が 1 億バーツ未満の小規模投資申請が全体の 63.7％を

占めた。分野別の投資申請件数／金額は、農業・農産加工品：25 件／54 億バーツ、鉱

・金属・セラミックス：4 件／2

機械・自動車関係： 7件／169 億バーツ、電子・電気産業：49 件／84 億バーツ、化学・

件／53 億バーツ、サービス・公共施設：57 件／127 億バーツと

件（前年同期比+39.4％）／256 億バーツ（同 2.5 倍）で

件数／金額ともトップ。続いて、シンガポール：25

億バーツ、香港：7

件／18 億バーツ、マレーシア：12 件／14 億バーツ、インド：2 件／14 億バーツなどと

なった。 

 タイ政府は 6 月 2日、地域統括会社（ＲＯＨ）誘致のための税制優遇措置を閣議承認

した。地域統括会社がタイ国内より得る収入について 15 年間、法人所得税を 10％に引

き下げられるほか、海外からの収入に関しては 15 年間法人所得税を免除される。 

金融動向 

2010 年 4 月末時点の金融機関預金残高は 9 兆 9,627 億バー

比+4.4％）、貸金残高は 8 兆 9,877 億バーツ（同+5.9％）となった。政治混乱

金引出しが増加し預金引受金融機関（為替手形含む）の預金残高は、前年同月比+4.6％

月の同+5.7％から伸びが鈍化した。一方、預金引受金融機関の貸出は、同+5.9％とな

為替動向 

〈金利動向〉 

 （5 月の回顧）5 月のバーツ金利相場は、金利が上昇してのスタートとなった。月初

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。当レポートは単に情報提供を目的に作成されており、その正確

性を当行及び情報提供元が保証するものではなく、また掲載された内容は経済情勢等の変化により変更される事があります。掲載情報は

利用者の責任と判断でご利用頂き、また個別の案件につきましては法律・会計・税務等の各方面の専門家にご相談下さるようお願い致し

ます。万一、利用者が当情報の利用に関して損害を被った場合、当行及び情報提供元はその原因の如何を問わず賠償の責を負いません。 
 - 10 - 



SMBC Asia Monthly 第 16 号（2010 年 7 月） 

                                                                                                                         

回

ていた債券が下落（利回り上昇）。しかし、タクシン派がこの提案を拒否し

った。 
6 月 2 日に開催されたＭＰＣ（金融政策決定会合）では金利据置きが

。同時に発表された声明文では、①景気は好調だが欧州問題と国内政情に

〈為

(1)

バーツはゆっくりと売られる展開。またギリシャ支

バーツは下落。更には欧州危機、朝鮮半島の緊張の高まりなども

ア らの資金流出の動きも活発化したことで、ドルバーツは 32.50 台で越

(2)

５．

(1)

メンバーが今回の強制排除の報復としてテロ活動を行う

(2)

閣

前週野党タイ貢献党が提出した首相含めた 6 閣僚の不信任案審議において、

 

 

にアピシット首相による総選挙前倒し提案を受け株式市場が上昇、これまでリスク

避で買われ

たことで、一転して株式市場の下落基調が鮮明となり債券価格上昇（利回り低下）と

なった。また、ギリシャ問題が欧州全体に広がり、リスク回避の動きが優勢となり世

界的に金利低下。更に当地ではデモによる観光・消費・投資に与える悪影響は避けら

れず、当面の間は政策金利据え置きとの見方が広まり、ゆっくりとした金利低下の動

きが継続しての越月とな

(2) （6 月の展望）

決定された

よる下ぶれリスクあり、②依然として今後のインフレ懸念が表明された。景気見通し

がはっきりすれば、インフレ予防的な利上げも考えられ、金利低下幅も限定的になる

と予想される。  
替動向〉  

 （5 月の回顧） 5 月のドルバーツ相場は、1 ドル=32.30 バーツ近辺からスタート。

月初はアピシット首相が和解に向け 11 月中旬での総選挙を提案（当初は 1 月 23 日）、

株式市場が上昇しバーツ高の動きとなった。しかし、タクシン派はこれを拒否したこ

とで再び政情不透明感が広がり、

援が決定されたものの財政問題は収まることがなく欧州全体に問題が広がり、リスク

回避の動きが活発化、アジア通貨が軟調になったこともバーツ安の要因となった。13
日よりデモサイト周辺を封鎖し緊張が高まるなか 19 日に政府が強制排除を実施。デモ

サイトを制圧したもののデモ隊の一部が暴徒化、夜間外出禁止令が発令されるなど不

安定な情勢を背景に

あり、アジ か

月となった。1 円=0.34 半ばで始まった円バーツ相場は、政情不安でバーツ安となる一

方、リスク回避の動きを背景に円高の動きが加速し、円高/バーツ安水準となる 0.36
台前半での越月となった。 
 （6 月の展望）①リスク回避の動きによる資本流出、②4 月貿易統計での貿易赤字転

換など、ドル売/バーツ買圧力が減少していることが予想される。一時的な動きに留ま

るのか見極めが必要となるが、バーツが上昇し難い時間帯であると考えられる。 
政治動向 

 5 月 19 日治安当局は、バンコック市内中心部ラチャプラソン地区を占拠する反独裁民

主統一戦線（ＵＤＤ）デモ隊の強制排除を実行した。同日昼過ぎのＵＤＤ幹部による

デモ集会解散宣言後、これを不服とする一部のデモ参加者によりバンコク市内 30 ヶ

所以上で放火があり、繁華街の大型商業施設が火事により倒壊するなど大きな被害が

発生した。政府の発表では、同日の強制排除による死者は 7 人、負傷者は 88 人。一

部報道ではＵＤＤの過激派

可能性があるとし、タイ政府は非常事態宣言を当面継続するとしている。 

 6 月 7 日アピシット首相は、反政府デモ後の政権強化と連立政権内の亀裂修復に向け

た内閣改造を実施し、8 閣僚を入れ替え第二次アピシット新内閣が発足した。前内

については

6 人全員信任となるも、連立与党内から不信任票がでるなど政権内の亀裂を懸念する

声が浮上していた。 
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23.4 7.0 5.0 66.8 28.3 240.3 92.2 1,334.7 1,154
17,024 30,088 37,597 3,972 6,955 2,249 1,745 3,678 929

（注）インドは2008年度。以下、表2～10は年度、表11～13は暦年。

２．実質GDP成長率

１．経済規模と所得水準（2009年）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

名目GDP（億ﾄﾞﾙ） 9,303 3,922 2,107 1,880 2,653 1,969 5,613 1,610 49,092 10,717
人口(百万人） 48.7
1人当りGDP(ドル） 19,141

( )前年比、前年同期比、％

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 2.3 0.7 2.2 1.8 2.5 4.6 6.1 3.7 9.6 6.7
2009年 0.2 -1.9 -2.8 -1.3 -2.3 -1.7 4.5 1.1 8.7 7.4

2008年1～3月 5.5 6.9 7.0 7.4 6.4 7.4 6.2 3.9 11.3 8.6
4～6月 4.4 5.4 4.0 2.7 5.2 6.6 6.4 3.7 10.1 7.8
7～9月 3.3 -0.8 1.1 0.0 2.9 4.8 6.4 4.6 9.0 7.5

10～12月 -3.3 -7.1 -2.7 -2.5 -4.2 0.1 5.2 2.8 6.8 6.1
2009年1～3月 -4.3 -9.1 -7.7 -8.9 -7.1 -6.2 4.4 0.5 6.2 5.8

4～6月 -2.2 -6.9 -3.8 -1.7 -4.9 -3.9 4.0 1.2 7.9 6.0
7～9月 1.0 -1.0 -2.4 1.8 -2.7 -1.2 4.2 0.2 9.1 8.6

10～12月 6.0 9.1 2.5 3.8 5.8 4.5 5.4 2.1 10.7 6.5
2010年1～3月 8.1 13.3 8.2 15.5 12.0 10.1 5.7 7.3 11.9 8.6

３．製造業生産指数( )前年比、前年同月比、％

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 3.0 -2.0 -6.7 -2.5 5.3 0.2 3.0 4.4 12.9 2.4
2009年 -0.9 -8.7 -8.3 -4.1 -5.2 -9.8 1.3 -13.2 11.0

2009年4月 -8.8 -20.4 0.8 -9.6 -16.1 1.3 -20.8 7.3 0.4
5月 -9.6 -18.6 -9.5 4.9 -9.8 -15.6 0.2 -15.5 8.9 1.8
6月 -1.3 -11.5 -6.6 -8.2 -13.0 0.6 -16.0 10.7 8.0
7月 0.7 -8.0 18.0 -7.0 -11.2 -0.2 -17.4 10.8 7.4
8月 1.0 -9.3 -8.6 12.5 -9.9 -7.7 0.7 -13.7 12.3 10.6
9月 11.5 1.7 -6.4 1.9 -8.1 -0.2 -13.0 13.9 9.7

10月 0.5 8.5 2.6 0.6 1.6 4.7 -10.3 16.1 10.9
11月 18.8 34.3 -5.0 -9.6 9.5 1.6 3.8 2.3 19.2 13.1
12月 36.0 50.2 15.3 36.1 10.7 6.3 9.7 18.5 19.4

2010年1月 38.9 77.3 39.2 29.1 18.2 5.7 35.3 20.7 17.9
2月 19.5 36.9 17.9 30.5 7.1 31.0 20.7 16.1
3月 23.2 42.2 46.6 33.6 20.3 21.4 18.1 14.3
4月 24.2 33.5 51.0 21.3 17.8
5月 25.2

４．消費者物価指数（前年比、前年同月比、％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 4.7 3.5 4.3 6.5 5.4 5.4 9.8 9.3 5.9 9.1
2009年 2.8 -0.9 0.6 0.2 -0.9 0.6 4.8 3.2 -0.7 12.3

2009年4月 3.6 -0.5 0.6 -0.7 -0.9 3.0 7.3 4.8 -1.5 8.6
5月 2.7 -0.1 0.0 -0.3 -3.3 2.4 6.0 3.3 -1.4 8.9
6月 2.0 -2.0 -0.9 -0.5 -4.0 -1.4 3.7 1.5 -1.7 9.2
7月 1.6 -2.3 -1.5 -0.5 -4.4 -2.4 2.7 0.2 -1.8 11.9
8月 2.2 -0.8 -1.6 -0.3 -1.0 -2.4 2.8 0.1 -1.2 11.5
9月 2.2 -0.9 0.5 -0.4 -1.0 -2.0 2.8 0.6 -0.8 11.4

10月 2.0 -1.8 2.2 -0.8 0.4 -1.5 2.6 1.6 -0.5 11.4
11月 2.4 -1.6 0.5 -0.2 1.9 -0.1 2.4 2.8 0.6 13.4
12月 2.8 -0.2 1.3 -0.1 3.5 1.1 2.8 4.3 1.9 14.9

2010年1月 3.1 0.3 1.0 -0.5 4.1 1.3 3.7 4.3 1.5 16.1
2月 2.7 2.4 2.7 0.2 3.7 1.2 3.8 4.2 2.7 15.1
3月 2.3 1.3 2.0 1.0 3.4 1.3 3.4 4.4 2.4 14.5
4月 2.6 1.3 2.4 1.6 3.0 1.5 3.9 4.4 2.8 13.4
5月 2.7 0.7 3.2 3.5 4.2 3.1

５．失業率（％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 3.2 4.1 3.4 2.3 1.4 3.3 8.5 7.4 4.2
2009年 3.6 5.9 5.2 3.0 1.5 3.6 8.0 7.5 4.3

2009年4月 3.8 5.8 5.3 2.1 3.8
5月 3.8 5.8 5.3 3.3 1.7 3.6 7.5
6月 3.9 5.9 5.4 1.4 3.2 4.3
7月 3.7 6.1 5.4 1.2 3.5
8月 3.7 6.1 5.4 3.4 1.2 3.5 7.9 7.6
9月 3.4 6.0 5.3 1.2 3.6 4.3

10月 3.2 6.0 5.2 1.1 3.4
11月 3.3 5.9 5.1 2.3 1.0 3.5 7.1
12月 3.5 5.7 4.9 0.9 3.4 4.3

2010年1月 5.0 5.7 4.9 1.4 3.6
2月 4.9 5.8 4.6 2.2 1.0 3.6 7.4 7.3
3月 4.1 5.7 4.4 1.0 3.6 4.2
4月 3.8 5.4 4.4
5月 3.2

アジア諸国・地域の主要経済指標
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６．輸出（通関ベース、FOB建、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2008年 422,007 13.6 255,629 3.6 363,019 5.3 338,191 13.0 177,778 16.9
2009年 363,534 -13.9 203,698 -20.3 318,760 -12.2 269,841 -20.2 152,498 -14.2

2009年4月 30,327 -19.9 14,843 -34.3 25,682 -17.8 20,730 -32.9 10,425 -26.1
5月 27,824 -29.4 16,172 -31.4 26,367 -13.9 20,492 -30.8 11,650 -26.6
6月 32,210 -13.6 16,944 -30.4 27,241 -4.7 22,004 -28.6 12,329 -26.0
7月 31,908 -22.1 17,261 -24.5 27,390 -19.4 24,151 -27.3 12,909 -25.7
8月 28,950 -20.9 18,996 -24.6 27,522 -13.3 23,600 -20.9 13,280 -18.4
9月 33,922 -9.4 19,066 -12.7 29,146 -8.2 24,653 -18.5 14,904 -8.5

10月 33,970 -8.5 19,843 -4.6 31,064 -13.0 25,481 -3.8 14,815 -3.0
11月 33,992 17.9 20,013 19.3 30,205 1.3 25,598 13.3 13,842 17.2
12月 36,010 32.8 20,018 46.8 28,998 9.2 26,467 30.6 14,627 26.1

2010年1月 30,744 45.5 21,738 75.8 28,634 18.3 25,918 46.0 13,725 30.9
2月 33,190 30.7 16,689 32.6 23,488 28.3 23,279 28.1 14,405 23.2
3月 37,436 34.2 23,367 50.1 29,860 31.9 29,290 41.3 16,253 40.9
4月 39,433 30.0 21,933 47.8 31,206 21.5 29,298 41.3 14,088 35.1
5月 39,490 41.9 25,538 57.9

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2008年 199,339 12.8 137,020 20.1 49,076 -2.8 1,430,693 17.2 174,482 7.0
2009年 157,532 -21.0 116,510 -15.0 38,327 -21.9 1,201,610 -16.0 169,789 -2.7

2009年4月 11,543 -34.7 8,454 -22.6 2,803 -35.2 91,923 -22.8 12,077 -34.6
5月 12,236 -35.0 9,209 -28.7 3,088 -26.9 88,699 -26.5 11,791 -36.9
6月 12,796 -28.3 9,381 -26.8 3,406 -24.8 95,458 -21.3 13,113 -31.6
7月 13,870 -28.5 9,684 -22.7 3,311 -25.4 105,391 -23.0 13,486 -29.1
8月 13,570 -22.9 10,544 -15.4 3,473 -21.0 103,663 -23.4 13,149 -26.0
9月 13,583 -24.6 9,843 -19.8 3,636 -18.2 115,865 -15.3 13,859 -12.2

10月 15,923 6.1 12,243 13.5 3,670 -8.0 110,642 -13.9 14,167 0.3
11月 14,780 3.2 10,775 11.5 3,712 5.7 113,659 -1.2 13,199 18.2
12月 15,965 20.0 13,348 50.0 3,304 23.5 130,740 17.7 14,606 9.3

2010年1月 15,367 44.9 11,596 59.3 3,578 42.5 109,533 21.1 14,343 11.5
2月 13,740 28.3 11,166 56.5 3,567 42.3 94,508 45.7 16,091 34.8
3月 18,162 52.0 12,774 48.3 4,176 43.7 112,090 24.2 19,908 54.1
4月 12,052 42.6 119,921 30.5 16,887 36.2
5月 131,761 48.5

７．輸入（通関ベース、CIF建、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2008年 435,275 22.0 240,448 9.7 388,907 5.6 319,795 21.5 178,746 27.7
2009年 323,085 -25.8 174,663 -27.4 347,659 -10.6 245,787 -23.1 133,801 -25.1

2009年4月 24,874 -35.0 12,699 -41.2 27,792 -16.6 18,371 -37.5 9,831 -36.3
5月 23,407 -39.5 13,006 -39.1 27,784 -18.7 18,870 -32.4 9,252 -34.7
6月 25,689 -32.1 15,188 -33.5 29,368 -7.2 20,394 -30.7 11,397 -29.3
7月 27,680 -35.6 15,241 -34.1 30,186 -17.3 21,625 -31.9 12,204 -32.5
8月 27,408 -32.2 17,029 -32.4 30,341 -9.1 20,827 -23.4 11,202 -32.8
9月 29,757 -24.7 16,506 -21.2 32,906 -2.7 23,246 -19.2 12,925 -17.9

10月 30,397 -15.8 16,581 -6.7 33,540 -10.6 23,122 -11.5 13,050 -17.5
11月 29,535 2.4 17,910 18.0 32,879 6.5 22,521 4.4 12,782 -2.2
12月 32,921 23.9 18,314 55.6 33,311 18.7 24,172 23.3 14,425 28.2

2010年1月 31,443 26.3 19,250 115.4 32,436 39.4 23,671 37.5 13,206 44.8
2月 31,002 37.2 15,799 45.8 26,018 22.2 21,766 25.2 13,966 71.2
3月 35,477 48.3 21,867 80.3 34,870 39.6 25,801 43.0 15,098 59.7
4月 35,378 42.2 19,379 52.6 35,745 28.6 26,408 43.7 14,357 46.0
5月 35,120 50.0 22,286 71.4

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2008年 156,756 6.3 105,449 41.6 56,746 2.2 1,132,567 18.6 287,219 14.6
2009年 123,929 -20.9 80,045 -24.1 43,003 -24.2 1,005,922 -11.2 273,170 -4.9

2009年4月 9,468 -31.2 5,459 -41.6 3,042 -37.4 78,983 -22.9 19,010 -37.3
5月 9,381 -33.3 6,238 -35.5 3,617 -24.3 75,665 -24.9 19,742 -33.0
6月 10,206 -26.6 6,429 -34.8 4,107 -22.8 87,511 -12.9 22,578 -22.0
7月 11,642 -22.3 7,085 -34.4 4,026 -31.6 95,151 -14.6 21,031 -33.5
8月 10,856 -21.7 8,391 -18.7 3,617 -28.3 88,243 -16.8 21,427 -36.1
9月 10,915 -20.7 7,075 -24.4 3,670 -25.0 103,199 -3.4 20,482 -34.2

10月 12,557 2.1 7,965 -11.0 3,808 -16.8 86,848 -6.4 23,764 -8.1
11月 12,158 9.2 7,248 -3.3 3,626 4.0 94,691 26.8 22,888 -2.6
12月 12,433 24.7 8,750 39.0 3,892 17.9 112,349 55.9 24,753 27.2

2010年1月 11,578 38.5 7,947 47.0 4,261 30.3 95,422 85.7 24,705 35.5
2月 10,316 38.5 7,885 67.3 3,903 27.6 86,919 44.7 25,057 66.4
3月 13,777 61.9 4,543 38.9 119,360 66.1 27,733 67.1
4月 118,239 49.7 27,307 43.3
5月 112,228 48.3
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 ８．貿易収支(100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 イン

2008年 -13,267 15,181 -25,888 18,396 -969 42,583 31,572 -7,670 298,126 -112,
2009年 40,449 29,304 -28,898 24,055 18,698 33,602 36,465 -4,676 195,688 -103

2009年4月 5,453 2,145 -2,110 2,359 594 2,075 2,995 -239 12,940 -6
5月 4,417 3,166 -1,417 1,622 2,398 2,855 2,971 -529 13,034 -7
6月 6,521 1,756 -2,127 1,610 932 2,590 2,952 -701 7,947 -9,
7月 4,229 2,020 -2,796 2,526 706 2,228 2,599 -715 10,240 -7
8月 1,541 1,967 -2,819 2,773 2,078 2,714 2,153 -144 15,420 -8
9月 4,165 2,561 -3,760 1,407 1,979 2,669 2,768 -34 12,667 -6,

10月 3,574 3,262 -2,476 2,359 1,764 3,365 4,278 -138 23,794 -9
11月 4,457 2,103 -2,674 3,077 1,060 2,622 3,528 86 18,968 -9
12月 3,089 1,704 -4,313 2,295 202 3,533 4,598 -588 18,391 -10,

2010年1月 -699 2,488 -3,802 2,247 518 3,789 3,649 -683 14,112 -10
2月 2,188 891 -2,530 1,513 439 3,424 3,282 -336 7,589 -8,
3月 1,959 1,500 -5,010 3,489 1,156 4,385 -367 -7,270 -7,
4月 4,055 2,553 -4,539 2,890 -270 1,681 -12,
5月 4,370 3,253 19,533

９．経常収支（100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 イン

2008年 -6,406 25,122 29,318 36,342 1,633 38,702 299 3,897 426,107 -30,
2009年 42,668 42,572 18,395 33,271 20,291 31,930 10,582 8,552 284,100

2009年4月 4,274 449 800
5月 3,443 10,139 5,314 8,007 1,541 8,200 2,481 795 -6,
6月 5,381 773 576 134,460
7月 4,420 539 557
8月 1,922 7,956 3,036 8,263 1,916 7,173 2,150 458 -11,
9月 4,054 1,258 788

10月 4,757 2,178 1,086
11月 4,278 11,805 4,723 9,548 1,338 8,049 3,442 867 -12
12月 1,522 758 764 149,640

2010年1月 -631 1,997
2月 168 8,521 1,521 1,554
3月 1,798 1,734 40,900
4月 1,491 -423

10．外貨準備（年末値、月末値、100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 イン

2008年 201,148 291,707 182,539 174,196 111,008 91,489 49,598 33,193 1,946,030 242,
2009年 269,916 348,198 255,816 187,809 138,418 96,782 63,553 37,898 2,399,152 261,

2009年4月 212,402 304,659 193,410 170,101 116,827 89,999 54,458 34,894 2,008,880 242,
5月 226,691 312,642 205,122 171,755 121,498 91,963 55,687 34,710 2,089,491 252,
6月 231,657 317,564 207,000 173,191 120,811 91,686 54,974 34,778 2,131,606 255,
7月 237,432 321,094 218,101 174,129 123,449 91,363 55,229 35,313 2,174,618 261,
8月 245,381 325,417 223,275 176,263 127,345 93,491 55,700 36,662 2,210,827 267,
9月 254,169 332,239 226,896 182,039 131,756 96,249 59,965 37,519 2,272,595 270,

10月 264,109 341,222 240,082 184,337 135,257 98,224 62,086 37,898 2,328,272 273,
11月 270,814 347,190 256,258 188,900 139,828 98,896 62,106 38,534 2,388,788 269,
12月 269,916 348,198 255,816 187,809 138,418 96,782 63,553 38,783 2,399,152 265,

2010年1月 273,615 350,711 257,057 189,619 142,403 97,359 67,008 40,192 2,415,221 262,
2月 270,581 352,729 258,231 187,834 141,797 97,356 67,142 40,185 2,424,591 260,
3月 272,252 355,035 258,826 197,112 144,094 95,247 69,225 39,648 2,447,084 261,
4月 278,795 357,557 259,248 203,436 147,588 98,414 40,719

11．為替レート（対米ドル、年平均、月中平均）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 イン

2008年 1,100.7 31.53 7.7865 1.415 33.36 3.33 9,660 44.50 6.9499 43
2009年 1,277.0 33.03 7.7516 1.454 34.34 3.52 10,386 47.64 6.8311 4

2009年4月 1,335.9 33.66 7.7503 1.503 35.44 3.61 11,026 48.18 6.8319 5
5月 1,257.8 32.86 7.7511 1.460 34.64 3.52 10,366 47.49 6.8244 4
6月 1,262.2 32.77 7.7506 1.452 34.13 3.52 10,181 47.93 6.8338 4
7月 1,261.9 32.90 7.7502 1.450 34.05 3.55 10,098 48.14 6.8319 4
8月 1,239.7 32.87 7.7507 1.442 34.02 3.52 9,966 48.23 6.8325 48
9月 1,215.0 32.58 7.7504 1.423 33.81 3.49 9,849 48.06 6.8283 48

10月 1,174.9 32.31 7.7501 1.398 33.42 3.40 9,478 46.87 6.8270 46
11月 1,163.2 32.31 7.7501 1.389 33.28 3.39 9,449 47.04 6.8274 46
12月 1,166.4 32.25 7.7531 1.397 33.23 3.41 9,450 46.35 6.8277 46

2010年1月 1,140.0 31.87 7.7619 1.397 33.05 3.38 9,275 46.05 6.8271 45
2月 1,156.6 32.06 7.7677 1.412 33.15 3.42 9,336 46.26 6.8292 46
3月 1,137.2 31.83 7.7614 1.400 32.52 3.32 9,164 45.69 6.8263 45
4月 1,115.8 31.49 7.7628 1.382 32.29 3.21 9,031 44.66 6.8259 44
5月 1,167.1 31.82 7.7861 1.395 32.39 3.25 9,167 45.62 6.8279 45
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用に関して損害を被った場合、当行及び情報提供元はその原因の如何を問わず賠償の責を負いません。 
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12．貸出金利（年平均、月中平均、％）

13

7

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 5.49 2.62 2.35 1.10 3.57 3.61 9.18 4.68 4.31 9.99
2009年 2.63 0.91 0.46 0.37 1.59 2.21 9.18 4.22 1.84 5.60

2009年4月 2.42 0.87 0.87 0.43 1.58 2.07 9.18 4.34 2.00 6.47
5月 2.41 0.85 0.54 0.33 1.43 2.07 9.18 4.29 1.47 5.12
6月 2.41 0.85 0.35 0.31 1.37 2.08 9.18 4.44 1.43 4.85
7月 2.41 0.85 0.28 0.31 1.40 2.09 9.18 4.27 1.89 4.65
8月 2.48 0.85 0.22 0.33 1.38 2.09 9.18 3.88 1.92 4.58
9月 2.64 0.85 0.21 0.31 1.35 2.09 9.18 3.98 2.28 4.64

10月 2.79 0.85 0.21 0.34 1.35 2.11 9.18 3.92 1.84 4.59
11月 2.79 0.85 0.14 0.35 1.35 2.12 9.18 3.82 1.95 4.51
12月 2.82 0.87 0.12 0.39 1.35 2.13 9.18 3.87 2.09 4.43

2010年1月 2.88 0.90 0.13 0.37 1.35 2.13 9.18 3.90 2.14 4.56
2月 2.88 0.90 0.13 0.38 1.35 2.13 9.18 3.92 2.04 4.78
3月 2.83 0.90 0.13 0.33 1.39 2.31 9.18 3.89 2.30 5.53
4月 2.51 0.91 0.15 0.31 1.42 2.41 9.18 3.85 2.19 5.18
5月 2.45 0.91 0.31 1.42 2.56 9.18 3.85 2.10 5.05

．株価（年末値、月末値）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド

2008年 1,124 4,591 14,387 1,762 450 877 1,355 1,873 1,912 9,64
2009年 1,683 8,188 21,873 2,898 735 1,273 2,534 3,053 3,437 17,465

2009年4月 1,369 5,993 15,521 1,920 492 991 1,723 2,104 2,601 11,403
5月 1,396 6,890 18,171 2,329 560 1,044 1,917 2,389 2,764 14,625
6月 1,390 6,432 18,379 2,333 597 1,075 2,027 2,438 3,107 14,494
7月 1,557 7,078 20,573 2,659 624 1,175 2,323 2,798 3,582 15,670
8月 1,592 6,826 19,724 2,593 653 1,174 2,342 2,884 2,799 15,667
9月 1,673 7,509 20,955 2,673 717 1,202 2,468 2,801 2,917 17,127

10月 1,581 7,340 21,753 2,651 685 1,243 2,368 2,909 3,144 15,896
11月 1,556 7,582 21,822 2,732 689 1,259 2,416 3,045 3,351 16,926
12月 1,683 8,188 21,873 2,898 735 1,273 2,534 3,053 3,437 17,465

2010年1月 1,602 7,640 20,122 2,745 697 1,259 2,611 2,953 3,135 16,358
2月 1,595 7,436 20,609 2,751 721 1,271 2,549 3,044 3,200 16,430
3月 1,662 7,775 21,089 2,866 752 1,306 2,691 3,111 3,205 17,528
4月 1,742 8,004 21,109 2,975 764 1,346 2,971 3,290 3,009 17,559
5月 1,641 7,374 19,765 2,753 750 1,285 2,797 3,253 2,718 16,945

資料出所一覧

国名

Bank of Korea Monthly Statistical Bulletin 貸出金利：ＣＤ3カ月物

IMF IFS 株価：ＫＯＳＰＩ指数

行政院 台湾経済論衡 貸出金利：ﾏﾈｰﾏｰｹｯﾄ90日物

中華民国統計月報 株価：加権指数

台湾中央銀行 金融統計月報

香港特別行政区政府統計処 香港統計月刊 貸出金利：銀行間３カ月物

香港対外貿易 株価：ハンセン指数

Departments of Statistics Monthly Digest of Statistics 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＳＴＩ指数

Bank of Thailand Monthly Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＳＥＴ指数

National Statistical Office
Bank Negara Malaysia Monthly Statistical Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＫＬＳＥ指数

Biro Pusat Statistik Indicatoe Ekonomi 貸出金利：SBI貸出90日物

Bank Indonesia Laporan Mingguan 株価：ＪＳＸ指数

IMF IFS
National Statistical Office 各種月次統計 貸出金利：財務省証券91日物

IMF IFS 株価：ＰＳＥ指数

中国国家統計局 中国統計年鑑 貸出金利：銀行間３カ月物

中華人民共和国海関総署 中国海関統計 株価：上海Ａ株指数

Reserve Bank of India RBI Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

CMIE Monthly Review 株価：Sensex指数

香港

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

備考

インド

中国

発行機関 資料名

タイ

ﾏﾚｰｼｱ

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ

韓国

台湾


